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第１ 一般会計当初予算の概要 
 

１ 予算規模及び全体概要 

 

平成３０年度一般会計当初予算は１４９億７，４００万円で、前年度当初予算から５

億２，１００万円、３．６％増加しました。平成３０年度は第４次総合計画の前期基本計

画の最終年度として、第４次総合計画に示している「将来都市像」を具体化し、発展

的な街づくりの実現に向けて取り組みます。 

歳出予算では、「連携」をキーワードに、青年海外協力協会（ＪＯＣＡ）本部事務所

の駒ヶ根市への移転を契機としたＪＯＣＡとの連携による新たな視点での街づくり、市

民レベルで交流を深めてきた石川県かほく市との友好都市連携、リニア開通を見据

えた広域連携による観光地域づくりとして伊南地域や上伊那地域のＤＭＯ設立準備、

インバウンド事業として長野県・台中市・駒ヶ根市の３者間での友好交流協定に向け

た取り組み、東京オリンピック・パラリンピックのホストタウンなど、人とのつながりに重

点を置いて編成しました。 

また、地域交流センターや駒ヶ根駅前広場などの建設事業にも重点的に配分し、

人がつながるための環境整備についても積極的に取り組みます。 

歳入予算では、地方交付税が減少し、主要一般財源の総額は前年度当初比 

４，０４７万円、０．４％の減少を見込んでいます。ふるさと寄附金収入は前年度当初

と同額の３億円を見込んでおり、歳出においてその全額を一旦基金に積み立てるこ

ととしています。厳しい財政状況の中、３０年度に生ずる財源不足分については、前

年度以前のふるさと寄附金の積立て分から、寄附者の活用希望分野に沿って取り崩

して充てることとしました。 

財政健全化では、平成２８年度から本格的に取り組んでいる事業見直しの継続に

より、３０年度当初予算において新たに４，０６５万円を削減し、課題となっている基金

残高の積み増しについても、行財政改革プラン２０１６の目標を上回る積立額となっ

ており、財政調整用３基金の残高は１億２，８００円余の増額となります。 

 

 

２ 歳入予算の要点 

 

（１）市税 

市税総額は４６億７，４４０万円で、前年度当初比８，４１３万円、１．８％増加しました。 

個人市民税は、給与所得の伸びを見込み、前年度決算見込みに対し１．４％増加

の１６億１，０７０万円を計上しました。 
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 法人市民税は、市内の主要企業の景気動向を踏まえて、前年度決算見込みに対し

０．５％増加と見込み、４億２，０００万円を計上しました。 

固定資産税は、土地は地価下落、家屋は評価替えによる減少を見込み、償却資産

は企業の設備投資による増加を見込み、固定資産税総額では前年度決算見込みに

対し２．９％減少の２１億７，１４０万円を計上しました。 

 

（２）地方交付税 

 平成３０年度地方財政計画では、地方全体の財政規模が０．３％の微増と見込まれ

た中、地方税収総額は０．９％の増加、臨時財政対策債を含む実質的な地方交付税

は１．９％の減少となり、地方一般財源の総額は＋０．０％の横ばいとなっています。

臨時財政対策債を含む実質的な普通交付税は３３億７，７００万円を見込み、うち臨時

財政対策債に５億５，４００万円、差し引き普通交付税は２８億２，３００万円と見込みま

した。また、特別交付税は３億８，０００万円と見込み、臨時財政対策債を除く地方交

付税の総額は３２億３００万円で、前年度当初比では７，４００万円、２．３％減少しまし

た。 

市税、地方譲与税、交付金、地方交付税及び臨時財政対策債の合計額に前年度

繰越金を加えた主要一般財源の総額は９５億５，６６０万円で、前年度当初比４，０４７

万円、０．４％減少となり、３年連続の減少となりました。 

 

（３）国・県支出金 

国庫支出金は、地域交流センター（赤穂公民館）等の整備、駒ヶ根駅前広場の整備

や道路事業などにより、前年度当初比２億６，１５７万円、１８．４％増加の１６億８，２６２万

円を計上しました。 

県支出金は７億７，２２８万円で、４，５８７万円、６．３％増加しました。障がい者介護

給付費や県知事選挙費委託金、農地耕作条件改善事業県補助金などが増加したこ

とによります。 

 

（４）市債 

市債は１４億４，６８０万円で、前年度当初比１億６，５５０万円、１２．９％増加しまし

た。内訳は、前年度当初比で普通債は２億２，１５０万円増加、臨時財政対策債は 

５，６００万円減少しました。予算額のうち後年度の元利償還金が交付税に算入される

割合は５１．８％で、差し引き実質負担額は６億９，８４１万円を見込んでいます。 

 歳入総額に占める市債依存度は９．７％となっています。 

 

- 6 -



（５）その他 

寄附金は、個人からのふるさと寄附金を前年度当初と同額の３億円と見込み、企業

版ふるさと寄附金は、檜尾小屋の建設と登山道整備への充当分として前年度比 

６，０５０万円増加の７，２５０万円を計上しました。 

繰入金は、ふるさとづくり基金繰入金を前年度比１，７００万円減少の２億７，６００万

円としました。このうちふるさと寄附金の返礼費等に相当する額は１億４，２００万円で、

差し引き１億３，４００万円が実質的な歳入不足に対応する繰入れとなります。当初予算

の収支不足額は、前年度当初と比べ１，３００万円縮小しています。 

 

 

３ 歳出予算の要点 

 

（１）目的別（款別） 

議会費は、職員人件費の変動により０．３％増加の１億３，７４２万円となりました。 

総務費は、情報センター費の増加や県知事選などの選挙事務費、青年海外協力

協会連携事業などの計上により、０．７％増加の１７億５，７９２万円となりました。 

民生費は、障害者総合支援法に基づく福祉サービスの増加に対し、国民健康保

険会計への繰出金や生活保護費が減少したことなどにより、０．７％減少の４０億 

８，９８９万円となりました。 

衛生費は、上伊那広域連合ごみ処理負担金の増加に対し、大田切リサイクルステ

ーション整備費や昭和伊南総合病院運営経費等負担金の減少などにより、４．３％減

少の１４億１，８６７万円となりました。 

労働費は、職員人件費の変動や障がい者雇用奨励金事業の増加などにより、 

３．８％増加の１，５０５万円となりました。 

農林水産業費は、農地耕作条件改善事業や宮の前地区における県営圃場整備

事業などにより、２．２％増加の８億８，９００万円となりました。 

商工費は、企業版ふるさと寄附金を活用した檜尾小屋等の整備や企業誘致推進

事業の増加に対し、企業立地制度資金預託金の減少などにより、０．６％減少の１０

億８６４万円となりました。 

土木費は、駒ヶ根駅前広場の整備や橋梁の維持・長寿命化工事などにより、 

１７．７％増加の１６億８，９４９万円となりました。 

消防費は、消防団ポンプ自動車の更新などにより、５．６％増加の４億４，７７３万円

となりました。 

教育費は、地域交流センター（赤穂公民館）等整備事業関連やエル・システマ事
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業などにより、２３．８％増加の１６億５，９６４万円となりました。なお、地域交流センタ

ー整備に関連する既存の民生施設の解体や新しく整備する自立支援施設などは、

事業を一体的に進めることから教育費に計上しています。 

公債費は、市債元利償還が減少し、０．９％減少の１８億２，５５４万円となりました。 

 

（２）性質別 

人件費は２３億４，３３８万円で、職員数の変動などにより２，７６３万円、１．２％増加、

このうち退職手当を除く正規職員人件費は３．８％増加して１６億５，８２２万円となりま

した。扶助費は１９億９，２１１万円で、障害者総合支援法に基づく福祉サービスや福

祉医療費などが増加し、児童手当・児童扶養手当や生活保護費などが減少して総額

で１，７０４万円、０．９％増加しました。公債費は１８億２，５５４万円で、１，７０５万円、 

０．９％減少、平成２６年度のピーク以降、４年連続して減少しています。義務的経費

の総額は６１億６，１０３万円で、２，７６２万円、０．５％増加しました。 

物件費は１８億４，０６５万円で、市営住宅の管理を県住宅供給公社に委託すること

などにより、１，８７５万円、１．０％増加しました。 

補助費等は３１億４６２万円で、公共下水道会計繰出金や上伊那広域連合新ごみ

処理施設の建設負担金などが増加し、昭和伊南総合病院の運営支援としての基準

外繰出が前年度をもって終了したことによる減少などと合わせ、総額で４，２３９万円、

１．４％増加しました。 

普通建設事業費は１６億９，２７５万円で、地域交流センター（赤穂公民館）等整備、

駒ヶ根駅前広場整備、伊南桜木園の移転改修のほか、企業版ふるさと寄附金を活用

した檜尾小屋等の整備、道路事業などを計上しました。前年度予算額は、前々年度

の補正予算に大型の建設事業を計上した反動で減少していたため、前年度当初比

では５億５，９９０万円、４９．４％の大幅増加となっていますが、過去５か年間の中では

平均的規模となっています。 

積立金は４億４，２４１万円で、温泉開発基金積立の増加などにより、１，３５０万円、

３．１％増加しました。 

投資出資貸付金は５億５，９８０万円で、企業立地資金の貸付残高の減少に伴い金

融機関への預託金が６，４００万円、１０．３％減少しました。 

繰出金は１０億５，９６１万円で、国民健康保険会計の保険給付費の減少に伴う繰

出金の減少などにより、６，１４８万円、５．５％減少しました。 
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第２ 特別会計・企業会計予算の概要 
※増減は前年度当初比 

 

１ 用地取得事業特別会計予算 

  ８，３２４万円（＋１，００２万円、＋１３．７％） 

土地開発基金の管理及び同基金を財源とした公共用地の先行取得に備える予

算を計上しました。 

 

２ 中沢財産区会計予算 

１１万円（△０万円、△０．９％） 

南入官行造林及び上割大洞県行造林の管理に要する予算を計上しました。 

 

３ 介護保険特別会計予算 

  ３１億８９９万円（△４，５９９万円、△１．５％） 

歳入のうち介護保険料は６億７，８７４万円で１，３３３万円、２．０％増加、歳出の

うち保険給付費は２８億６，６６０万円で２，３４０万円、０．８％減少しました。 

地域支援事業費は、介護予防・生活支援サービス事業４，９８８万円、包括支援

センター事業５，５０１万円、一般予防事業２，８６９万円など、総額１億７，３２６万円

を計上しました。 

 

４ 国民健康保険特別会計予算 

２８億３，３７３万円（△７億３，５７２万円、△２０．６％） 

歳入のうち国民健康保険税は６億４，６６８万円で２，３１４万円、３．５％減少、一

般会計繰入金は保険給付費の減少見込みなどにより１億９，１３５万円で５，４０９万

円、２２．０％減少、歳出のうち保険給付費は１９億６，９３３万円で１億３，９７７万円、

６．６％減少しました。 

保健事業費は、特定健康診査事業に２，６２９万円、人間ドック補助金９２１万円、

がん検診補助３６１万円などの疾病予防事業に１，４２１万円を計上しました。 

 

５ 後期高齢者医療特別会計予算 

   ３億８，１２５万円（＋１，３１４万円、＋３．６％） 

歳入のうち後期高齢者医療保険料は２億９，５３８万円で１，２８５万円、４．５％増

加、歳出のうち長野県後期高齢者医療広域連合への納付金は３億７，６１２万円で 

１，２１９万円、３．３％増加しました。同広域連合における平成３０年度の療養給付
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費は２，６７７億円で、長野県全体では０．６％の減少見込みとなっています。 

 

６ 公設地方卸売市場特別会計予算 

  ８，６９２万円（＋９５万円、＋１．１％） 

青果物取扱受託収入を前年度同額の７，５００万円と見込み、農業振興及び地

産地消を推進するための市場運営費を計上しました。 

 

７ 駒ヶ根高原別荘地特別会計予算 

  １，６６７万円（＋１５０万円、＋９．９％） 

歳入のうち別荘地使用料は１，２１０万円、施設負担金は１００万円、歳出のうち

別荘地整備事業費は、整備費及び公共下水道受益者負担金など総額１，１１４万

円を計上しました。 

 

８ 水道事業会計予算 

  １２億８０１万円（＋９，４１９万円、＋８．５％） 

     ※収益的支出と資本的支出の合計額 

収益的収支のうち総収益は、給水収益６億９，０２８万円(１０６万円、０．２％増加）

など総額７億６，９９０万円（２３５万円、０．３％減少）、総費用は、上伊那広域水道

用水企業団からの受水費１億４，８３５万円、減価償却費２億８，８６３万円、企業債

利息３，７２９万円など総額７億２，０８６万円（１，４７８万円、２．１％増加）を計上しま

した。 

資本的支出のうち建設改良費は、切石浄水場取水方法の変更に係る工事や基

幹管路耐震化、配水池施設改良など２億９，１７０万円、企業債元金償還金は１億 

９，３４５万円(５５３万円、２．９％増加）で、総額４億８，７１５万円（７，９４２万円、 

１９．５％増加）を計上しました。 

 

９ 公共下水道事業会計予算 

  １６億６，１１５万円（△６，１９８万円、△３．６％） 

     ※収益的支出と資本的支出の合計額 

収益的収支のうち総収益は、下水道使用料４億１，４９１万円(１，３７９万円、 

３．４％増加）、一般会計補助金３億７，８４３万円(５，７０８万円、１７．８％増加）など

総額１０億３，８７９万円（５，０７０万円、５．１％増加）、総費用は、処理場費１億 

４，９９８万円、減価償却費４億９，３１４万円、企業債利息１億２，６５９万円など総額

８億８，３８５万円（２，２０１万円、２．４％減少）を計上しました。 
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資本的支出のうち建設改良費は、管渠整備や駒ヶ根浄化センター機械修繕な

ど１億８，８６８万円、企業債元金償還金は５億８，８１１万円(２，６９４万円、 

４．８％増加）で、総額７億７，７３０万円（３，９９７万円、４．９％減少）を計上しました。 

 

１０ 農業集落排水事業会計予算 

  １０億５４４万円（前年度当初予算６億９，５７４万円） 

     ※収益的支出と資本的支出の合計額 

農業集落排水事業の会計方式について、以前の官庁会計に替えて平成３０年

度から企業会計方式を適用します。このために、以前の会計方式にはない減価償

却費などの費用を計上しています。 

収益的収支のうち総収益は、下水道使用料１億６，５０１万円(１，１１３万円、 

６．３％減少）、一般会計補助金３億１，６０５万円(３４７万円、１．１％減少）など総額

６億９，１０８万円、総費用は、処理場費１億８，３７０万円、減価償却費３億６，７８２

万円、企業債利息５，０６４万円など総額６億２，３６４万円を計上しました。 

資本的支出のうち建設改良費は、管渠整備と処理場機能強化に８２０万円、企

業債元金償還金は３億７，３１０万円(１，４５３万円、４．１％増加）で、総額３億 

８，１８０万円を計上しました。 

 

 

 

第３ 財政見通し 
 

「景気は回復」、「企業収益が好調」と言われていますが、企業収益が改善しても人

件費はさほど伸びていない状況にあり、消費者には景気回復の実感がないとも言わ

れています。また、財政構造上、企業収益の伸びがそのまま自治体の財源確保に直

結しないこともあり、一般財源総額の大幅な増加は見込めない状況にあります。 

一般財源総額については、骨太の方針２０１５において「地方の安定的な財政運営

に必要となる一般財源の総額について、２０１８年度までにおいて、２０１５年度地方財

政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する」と定められ、一定程度の

水準が確保されてきました。２０１９年度以降は白紙であり、残る期間の方針を定める

骨太の方針２０１８が注目されるところですが、景気回復に連動した増加が期待できる

状況ではありません。今後は、一般財源総額の減少ないし横ばいを前提として収支

バランスを保っていく必要があります。 

また、地方の基金残高の増加を理由に、経済財政諮問会議などで一般財源総額
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の見直しについても議論に上がっていますが、当市の基金については経済事情の

著しい変動等による財源不足に備えるだけの残高はなく、むしろ残高の増強に努め

る必要があり、行財政改革プラン２０１６において目標として掲げている、毎年度平均

１億円以上の増額に取り組んでいかなければなりません。 

こうした状況下で、効率的で質の高い行政サービスを実現するためにも、限られた

予算を効果的に活用するための改善・見直しなどの様々な取り組みが必要となって

います。具体的な例を挙げると、①平成２８年度より本格的に取り組みを始めた事業

見直しの継続、②クラウドファンデング手法による財源確保、③森林づくり県民税や

平成３１年度から交付予定の森林環境譲与税（仮称）の活用を視野に入れた事業立

案、④公共施設の老朽化対策として公共施設等適正管理推進事業を有効活用する

ための個別施設計画の策定、⑤全国の自治体が統一的な基準により作成することと

なった地方公会計制度に基づく財務諸表を活用した財政分析など、限られた予算の

中でもあらゆる工夫を重ね、魅力あるまちづくりを通して更なる市政進展に向けて全

力で取り組んでまいります。 

 

 

 

第４ 予算編成の背景 
 

１ 経済動向 

 

平成２９年度の日本経済は経済財政対策の推進により、雇用・所得環境の改善が

続く中で、緩やかな回復基調が続いています。海外経済が回復する下で、輸出や生

産の持ち直しが続くとともに、個人消費や民間設備投資が持ち直すなど民需が改善

し、経済の好循環が実現しつつあります。政府は、持続的な経済成長の実現に向け、

「生産性革命」と「人づくり革命」を車の両輪として、少子高齢化という最大の壁に立ち

向かうため、「新しい経済政策パッケージ」を閣議決定し、追加的財政需要に適切に

対処するため、平成２９年度補正予算を編成しました。雇用・所得環境の改善が続く

中、各種政策の効果もあって、景気は緩やかに回復していくことが見込まれます。物

価の動向は、原油価格の上昇の影響等により、消費者物価（総合）は前年比で上昇

し、平成２９年度の実質ＧＤＰ成長率は１．９％程度、名目ＧＤＰ成長率は２．０％程度、

消費者物価は０．７％程度の上昇と見込まれます。 

平成３０年度の経済見通しでは、海外経済の回復が続き、経済の好循環が更に進

展する中で民需を中心とした景気回復が見込まれ、物価については、景気回復によ
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り需給が引き締まる中で上昇し、デフレ脱却に向け前進が見込まれます。 

この結果、平成３０年度の実質ＧＤＰ成長率は １．８％程度、名目ＧＤＰ成長率は 

２．５％程度、消費者物価（総合）は１．１％程度の上昇と見込まれます。 

なお、先行きのリスクとして、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響

等に留意する必要があります。 （以上「平成 30 年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平

成 30年 1月 22日閣議決定）」から抜粋） 

駒ヶ根市内の経済動向に目を向けると、平成２９年１１月の市内景気動向調査結果

では、製造業の売上げから見る DIは２８．６ポイントとなり、２８年１１月の調査以降３期

連続での改善となりました。向こう５ヵ月の売上予測では「よくなる」に「変わらない」を

加えた割合が８７．７％と高い水準にあり、回復感が感じられる結果となっています。 

 

 

２ 国の予算動向 

 

国の平成３０年度一般会計予算案は、「経済・財政再生計画」の集中改革期間の最

終年度の予算として、経済再生と財政健全化の両立を実現する予算とし、前年度当

初比０．３％増加の９７兆７，１２８億円で過去最大を更新しました。 

歳入のうち税収は２．４％増加の５９兆７９０億円が計上され、公債発行額は３３兆 

６，９２２億円で、８年連続の減少となりました。 

歳出のうち社会保障関係費は１．５％増加の３２兆９，７３２億円となり、一般歳出５８

兆８，９５８億円のうち６０．０％を占めています。社会保障関係費以外の一般歳出は、

０．１％増の２５兆９，２２６億円となっています。地方交付税交付金は０．３％減の１５

兆５，１５０億円となりました。人生１００年時代を見据えた人への投資と、持続的な賃

金上昇とデフレからの脱却につなげるための生産性向上を強化し、「経済・財政再生

計画」の「目安」に沿って一般歳出、社会保障関係費の伸びを抑制しています。 

 

 

３ 地方財政計画 

 

平成３０年度の地方財政（都道府県及び市区町村の総額）の規模は、高齢化に伴

う社会保障費の増加により前年度比０．３％の増の８６兆９，０００億円、一般財源の総

額は交付税交付団体ベースで＋０．０％の横ばいとなりました。 

歳出では、公共施設の老朽化対策として「公共施設等適正管理推進事業費」を 

１，３００億円増の４，８００億円に拡充するとともに、長寿命化事業の対象に河川管理、

農道等の施設、義務教育施設の大規模改造等を追加、また、バリアフリー化やユニ
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バーサルデザイン化の改修も対象としました。まち・ひと・しごと創生事業費は前年度

同額の１兆円、緊急防災・減債事業費は５，０００億円を維持したうえで、「平時モード」

への切り替えにより歳出特別枠が廃止され、前年度の１，９５０億円を減額し、同額を

公共施設の老朽化対策や社会保障関係事業費の増に対応した歳出に振り替えてい

ます。 

歳入では、好調な景気を受けて地方税収総額が０．９％増加した一方で、交付税

は２．０％減少し、地方の財源不足は６兆１，７８３億円（前年度：６兆９，７１０億円）とな

りました。骨太方針２０１５により地方の一般財源の総額は実質的に同水準を確保す

ることとされており、財源不足分については例年行われる措置に加えて、２０１６年度

国税決算精算繰延べや地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金を上積

みして補填しています。さらに地方消費税の清算基準の見直しによって、結果的に

財源の一部が不交付団体から交付団体に移転されたことも要因として加わり、臨時財

政対策債は１．５％減少の３兆９，８６５億円となりました。臨時財政対策債を含む実質

的な地方交付税は１．９％減少となっています。 

地方債計画では、「緊急防災・減債事業債」は前年同額を維持、「公共施設等適正

管理推進事業債」は増額拡充されました。 
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